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○松本市木造住宅耐震シェルター等設置事業補助金交付要綱 

平成２５年３月２９日 

告示第１４７号 

改正 平成２８年３月３１日告示第１２８号 

平成２９年３月３１日告示第８３号 

平成３０年３月３０日告示第５６号 

令和２年４月１日告示第９３号 

（目的） 

第１条 この要綱は、地震発生時における住宅の倒壊から居住者の生命を守るため、既存木

造住宅の内部に耐震シェルター等を設置する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付す

ることについて、松本市補助金交付規則（昭和３７年規則第１６号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 既存木造住宅 松本市住宅・建築物耐震改修促進事業補助金交付要綱（平成１６

年告示第２９２号。以下「耐震改修補助金交付要綱」という。）第２条第１号に規定す

る住宅をいう。 

（２） 耐震シェルター等 既存木造住宅の内部に組み立てる箱型の耐震装置又は既存木

造住宅の内部に設置する上部に耐震保護機能を有するベッドで、地震発生時において住

宅の倒壊に耐え得る堅固な構造を有するもののうち、市長が別に定めるものをいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、松本市住宅・

建築物耐震診断事業実施要綱（平成１６年告示第２９１号。以下「耐震診断実施要綱」と

いう。）第４条第１号に規定する耐震診断の結果、総合評点が１．０未満と判定された既

存木造住宅（既に耐震改修補助金交付要綱第３条に規定する住宅耐震改修事業による補助

金の交付の対象となったもの又は当該事業によらずに耐震性能を向上させるための補強

工事を実施したものを除く。以下「補助対象住宅」という。）の１階部分に耐震シェルタ

ー等を設置する事業とする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、耐震シェル
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ター等の購入費、運搬費、工事費その他補助対象事業の実施に要する経費とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１に相当する額とする。ただし、その額が２

０万円を超える場合は２０万円を限度とし、その額に１，０００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額とする。 

（補助対象者） 

第６条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１） 補助対象住宅に現に居住する主としてその収入により生計を維持する者で、この

住宅について補助対象事業を行う者であること。 

（２） 補助対象住宅について、耐震改修補助金交付要綱第３条に規定する住宅耐震改修

事業による補助金の交付の申請をし、又はしようとする者でないこと。 

（３） 補助金の交付の申請をする日の属する年の前年の所得（所得税法（昭和４０年法

律第３３号）に規定する不動産所得、事業所得及び給与所得の各金額を合計した額をい

う。）が、１，２００万円以下であること。 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、松本市木造住宅耐震シェルター等設置事業補

助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければな

らない。 

（１） 耐震診断実施要綱第４条第１号に規定する耐震診断による耐震診断報告書の写し 

（２） 施工予定業者が発行した補助対象経費の見積書の写し 

（３） 耐震シェルター等を設置しようとする箇所の写真及び見取図 

（４） 所得証明書 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第８条 市長は、補助金の交付の決定をしたときは、松本市木造住宅耐震シェルター等設置

事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（計画の変更等） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は、第７条に規定する申請書又は書類に記載した事項のうち、次のいずれかに該当

するものを変更しようとするときは、あらかじめ松本市木造住宅耐震シェルター等設置事

業計画変更承認申請書（様式第３号）に変更後の関係書類を添付して市長に提出しなけれ
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ばならない。 

（１） 補助対象事業の内容 

（２） 補助対象経費の額 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、松本市木造住宅耐震シェルター等設置事業計画変更承認通知書（様式第４号）により

通知するものとする。 

３ 補助事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき又は遂行が困難になった

ときは、速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならない。 

（事前着手の禁止） 

第１０条 補助事業者は、第８条の規定による通知又は前条第２項の規定による通知を受け

るまでは、補助対象事業（契約の締結を含む。）に着手してはならない。 

（補助対象事業の中止又は廃止） 

第１１条 補助事業者は、補助対象事業の中止又は廃止をしようとするときは、松本市木造

住宅耐震シェルター等設置事業中止（廃止）届（様式第５号）を市長に提出しなければな

らない。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、松本市木造住宅耐震シェルター

等設置事業完了実績報告書（様式第６号）に、次に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 

（１） 施工業者と締結した補助対象事業に係る契約書の写し 

（２） 施工業者が発行した補助対象経費の領収書の写し 

（３） 耐震シェルター等を設置した箇所の写真（施工中及び施工後の状態を撮影したも

の） 

（４） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による報告は、補助対象事業の完了日から起算して３０日を経過する日又は

第８条に規定する交付の決定の日の属する会計年度の３月末日のいずれか早い日までに

提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、補助金の額を確定したときは、松本市木造住宅耐震シェルター等設置事

業補助金確定通知書（様式第７号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 
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第１４条 補助事業者は、前条の規定による通知を受けた日から起算して１０日を経過する

日までに、松本市木造住宅耐震シェルター等設置事業補助金交付請求書兼口座振込依頼書

（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

（重複補助の排除） 

第１５条 この事業による補助金の交付を受けた者は、重ねて当該補助金及び耐震改修補助

金交付要綱第３条に規定する住宅耐震改修事業による補助金の交付を受けることができ

ない。 

２ この事業により補助金の交付の対象となった住宅は、重ねて当該補助金及び耐震改修補

助金交付要綱第３条に規定する住宅耐震改修事業による補助金の交付の対象とすること

ができない。 

（補則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

（失効） 

２ この告示は、平成３３年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（平成２８年３月３１日告示第１２８号） 

この告示は、平成２８年３月３１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日告示第８３号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日告示第５６号） 

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則（令和２年４月１日告示第９３号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

 


